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1．　本論文の視点
　いまやわが国は，規制緩和に関する論議が盛んである。一体規制緩和が
なぜ必要なのか，どんな内容の規制緩和を行ない，そのために必要な条件
整備はどうあるべきか，幾多の問題が山積しているが，行政改革との関連
での規制緩和の進め方も大きな問題となっている。
　規制緩和は，「日本経済再生の特効薬である」といった考え方で論議の
展開がみられている。まさに世の中は，規制緩和の大合唱の感がある。し
かし，もともと経済再生に特効薬なるものがあるはずはない。光が強く当
てられれば当てられるほど，影の部分も強くでてくるのである。生産者や
消費老が重視される欧米並みの社会をつくりたい，という当時の細川首相
の私的諮問機関「経済改革研究会」が発表した「規制緩和について（中間
報告）」（1993年11月8日）が，わが国規制緩和の最新版である。しかし，
いわゆる平岩リポートが示すような規制緩和によって，パラ色の日本経済
の再生ができるのだろうか。われわれは，生活者・消費者であると同時に
生産老である。規制緩和の方法を誤ると，日本経済はかつて経験したこと
のない大混乱となり，失業率は高まり，物価も一時的には低くなるにせよ
高くなることも予想される。
　とくに，わが国は，大企業と中小企業との間には諸格差が存在してい
る。低い生産者，経営の不安定性，劣悪な労働条件など，中小企業問題は
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絶えることがない。規制緩和によって，自由競争が激化すれぽ弱肉強食，
優勝劣敗の構図が現実のものとなる。わが国中小企業は，これまでに支配
的であった経済的弱者であるよりも，自助努力の旺盛な活力ある多数企業
であるとみなされるようになったが，規制緩和という光に隠れた影の存在
に逆戻りすることが予想される。
　筆老は，基本的には規制緩和の推進に賛成である。しかし，規制緩和が
日本経済の再生の特効薬であるという保証はどこにも存在しないし，アメ
リカにおける規制緩和の先進事例にみられるように，実に多くの問題点が
表面化していることを考えると，規制緩和の方法と具体化のプロセスにつ
いて十分な政策的対応が必要である。
　本論では，規制緩和の政策的意義を検証し，自由競争の中で中小企業が
生き残るための方策について述べることにする。
2．　規制緩和に関する新行革新の提言
　1988年11月，臨時行政改革推進審議会（以下，新行革審という）は，
「公的規制の緩和に関する報告」ωをまとめた。その主たる内容は，①規
制緩和の基本的考え方，②個別分野の規制緩和等，③検査検定制度・資格
制度，④規制緩和の推進制等，となっていて規制緩和の基本的な方向を提
言している。
　新行革審の提言は，臨調・旧行革審がすでに提示した基本理念を踏まえ
たうえで，さらに規制緩和に向けての改革を進めるための積極的な内容と
なっている。新行革審の基本的な考え方は，わが国の対外不均衡の是正と
内需主導型経済構造への転換を目指し，産業構造調整を行ない，国民生活
の質的向上を図ることに置かれている。また，わが国の国際的地位にふさ
わしい市場アクセスの改善と国際化の進展に対応した制度・仕組みの国際
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的調和に積極的に取り組む必要があり，とくに国民生活の豊かさの実現の
ためには，内外価格差の縮小，国際的に均衡ある物価水準，多様なニーズ
に対応した供給構造へと変革していくことである。そのためには，自由化
を促進し，個人や企業の創意工夫をいかし，自由な活動をできる限り尊重
し拡大することを基本とすべきであり，生産・流通機能や価格形成にかか
わる規制の緩和や制度等の改善を積極的に進めていく必要がある，との認
識に立っている。
　これを踏まえて，規制緩和を次の視点から具体的に見直すことにした。
　①社会経済情勢の変化や技術革新の進展等により，その政策的必要性
が失われた規制は廃止する。特に，短期間の暫定的規制を想定していた規
制が，その後の事態の変化にかかわらず長期にわたって存続することのな
いよう留意する。
　②　企業・個人の自主性，自己責任の原則の徹底を図るとともに，その
創意工夫，民間活力の最大限の発揮を図るため，原則自由・例外規制の立
場から規制は最小限のものとし，原則として競争的産業においては，需給
調整の観点から参入規制は行わない。
　③市場メカニズムに制限を加えることにより，供給量や価格の安定等
を図ろうとする規制が必要な場合であっても，できるだけ市場原理を活用
し，供給構造の変革を促進する。
　④規制を行う場合にあたっては，基本的には，次の通りである。
　（イ）異常事態や特に防止すべき行為に対する規制に限定し，通常は自由
　　とする。
　（ロ）規制の内容・程度を規制の目的や効果に照らし必要な限度にとどめ
　　るとともに，規制方式について量的規制から質的規制への転換を図
　　る。
　⑤同種・類似や共管競合の検査等については，その重複を排除し，整
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理合理化する。
　⑥技術革新等に伴う事業の転換や多角化，新規産業の創出を促進し，
産業の健全な発展を促すため，新たな商品・サービスに係る既存の事業規
制の適用は極力限定的なものとするとともに，必要な規制緩和を図る。ま
た，新たな事業規制の創設は，大きな社会的弊害が生ずるおそれが強い場
合等特段の事情があるときを除き行わない。
　⑦本来の規制目的と乖離した運用については，その是正を図るととも
に，許可等の基準等の明確化を図り，運用の透明性，公平性の確保を図
る。また，規制手続きについては，大幅な簡素化・合理化，処理の迅速化
を図る。
　⑧本来安全確保等の社会的な規制を目的としていたものであっても，
既得権益の保護や参入抑制の効果を有するものに変質してきている規制や
社会的規制を隠れ蓑にして，それらの効果を期待している規制について
は，目的の妥当性と規制の有効性を改めて見直す。また，社会経済情勢の
変化や技術革新の進展等に対応して規制内容を合理化する。
　⑨地方公共団体による規制についても，地域の特性等に配慮しつつ，
規制に過度のバラツキや行き過ぎのあるものは，その是正を図るよう必要
な指導等を行う。
　以上のことから，規制緩和の見直しは，市場原理に基づく原則自由・例
外規制の立場に立って，自由化を徹底的に追求する姿勢が明確に示されて
いる。
3．　平岩リポートの規制緩和について
　経済改革研究会は，1995年11月に「規制緩和について（中間報告）」（2）を
まとめた。いわゆる平岩リポートである。臨調・旧行革審そして前掲の新
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行革審の基本的考え方を踏襲した平岩リポートの中間報告の概要は，次の
通りである。
（1）規制緩和の必要性
　①公的規制は，これまで産業の発展と国民生活の安定にそれなりの寄
与をしてきた。しかし，いまでは，かえって経済社会の硬直性を強め，今
後の経済社会構造の変革を妨げている面が強まっている。したがって，こ
れら公的規制は，従来の経緯にとらわれず，廃止を含め抜本的に見直され
るべきである（以下，緩和という場合，廃止を含めた見直しをいう）。
　②規制緩和によって，企業には新しいビジネスチャンスが与えられ
て，雇用も拡大し，消費者には多様な商品・サービスの選択の幅を拡げ
る。内外価格差の縮小にも役立つ。同時に，それは内外を通じた自由競争
を促進し，我が国経済社会の透明性を高め，国際的に調和のとれたものと
するであろう。これまでも規制緩和がいわれてきたが，民間の行政への依
存体質が残るなか，既得権益にとらわれたり，確たる緩和の必要性が十分
に理解されないために，十分実行に移されてこなかった。抜本的な見直し
は，短期的には経済社会の一部に苦痛を与えるが，中長期的には自己責任
原則と市場原理に立つ自由な経済社会の建設のために不可避なものであ
る。強力に実行すべきである。
　③公的規制の抜本的見直しに当たっては，各分野を均しく検討し，
“聖域”があってはならず，福祉，教育，労働，金融といった分野でも上
述の考え方をもって当たるべきである。
（2）規利緩和をどう考えるか
（a）経済的規制は「原則自由」に
経済的規制については，「原則自由・例外規制」を基本とする。需給調
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整の観点から行われている参入規制，設備規制，輸入規制及び価格規制に
ついては，後に述べる手順によりできるだけ早い時期に廃止することを基
本とする。なお，構造改善を要する場合には，これを急ぐこととする。
　例外制限のものについては，公正，簡素，透明性の原則の下に次のよう
に考える。
　④　電力・ガスについては，事業者の創意工夫を活かし，競争原理の導
　　入と消費者利益のために分散型電源の活用など規制の強力化を図る。
　（ロ）石油に係る規制は，必要最小限のものとし，可能な場合は「平常時
　　自由・緊急時制限」方式を導入する。
　Q9　公共料金，価格支持制度などの価格規制は，必要最小限の商品・サ
　　ービスに限定する。また，規制の方法として幅価格制，上限価格制を
　　導入する。
　←）国際運賃等国際共通ルールに基づいて行われる規制については，国
　　際共通ルール以上の規制（上乗せ規制，横出し規制）は行わない。
　（b）社会的規制は「自己責任」を原則に最小限に
　安全・健康の確保，環境の保全，災害の防除などの社会的見地から行わ
れる規制は，不断に見直しを進め，本来の政策目的に沿った必要最小限な
規制内容とし，その透明な運用を行う。
　（イ）参入・設備等に関する規制については，既得権益の保護や参入抑制
　　にならないよう，事業者の資格・設備要件を規制する最小限の規制と
　　する。
　（ロ）消費者保護のために行われる規制は，自己責任原則を重視し，技術
　　の進歩，消費者知識の普及などを踏まえ，必要最小限の範囲，内容に
　　とどめる。
　Q9　安全・環境保全の見地から行われる規制も，（ロ）と同様最小限にとど
　　める。
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　（；）国際的商品に関して存続される規制については，特に証明されたも
　　の以外については，規格・基準の国際的整合化を図る。
　㈱　基準認証は，製造物責任の制度化と併せて可能な限り自己認証制度
　　に移行する。
　←）検査については，技術の進歩に応じ，常に頻度等を見直し，また他
　　法令検査との重複排除，基準統一など受検者の負担を軽減する。
　（C）金融，証券，保険に係る規制について
　金融，証券，保険に係る規制については，自己責任原則を重視した競争
原理の徹底を図るため，規制の一層の緩和を行う。新しい金融商品・サー
ビスの提供や異なる業務への相互参入を促進し，事業者の創意工夫を活か
し，それにより資金の調達・運用において利用者が多様で効率的なサービ
スを受けられるようにする。同時に，ディスクロージャーを徹底すること
も必要である。規制は，信用秩序の維持の観点から必要最小限にとどめ，
規制内容・手続きの明確化など透明な運用を行う。金融制度，金融市場の
透明性は，国際的観点からも必要である。
　（d）土地，住宅に係る規制について
　土地利用及び住宅に関する規制については，それぞれの規制目的に沿っ
た必要最小限のものとする。特に適正な土地利用に配慮しつつ，地域の活
性化，良好な都市環境の形成，優良な住宅供給のため，用途利用規制，容
積率等の規制の見直し，運用の弾力化を図る。土地利用に係る諸規制の重
複を極力排除する。やむを得ず複数の規制が同一プロジェクトにかかる場
合は，関係機関の調整が円滑かつ迅速に行われるよう仕組みを考える。ま
た，許認可のための期間短縮，事務の簡素化を図る。土地取引に係る規制
については，地価急騰時の教訓を踏まえ，地価の動向に十分配意しつつ，
取引の円滑化の観点を含め見直す。なお，建築基準については，技術革新
の進展，国際的基準を踏まえ，新材料，新建築のニーズに速やかに対応で
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きるよう見直す。
（3）規制緩和の効果を高めるために
　①独占禁止法の厳正運用を徹底する。再販売価格維持制度，個別法に
よる適用除外カルテルは5年以内に原則廃止する。また，内外事業者につ
いての参入制限，事業活動制限その他競争制限的行為の排除を徹底するた
め事業者団体に対するガイドラインを改定する。
　②規制緩和を促進するため，製造物責任（PL）制度を含む総合的消費
者被害防止・救済制度の確立を急ぐ。
　③規制及び行政指導の運用の迅速性，透明性を確保するため，「行政
手続法」の的確な運用を図る。規制は個々の法律を根拠として行われるも
のであり，政府は法律が定める以上の規制を行ってはならない。また，行
政指導は，違法に行ってはならない。行政指導は，その内容と責任者が相
手方に明確に示される必要がある。さらに，それは相手方の任意の協力に
よってのみ実現されるものであるから，相手方が行政指導に従わなかった
ことを理由に不利益な取扱いをしてはならない。政府は，このことを特に
地方支分部局の行政窓口をはじめ政府部内に徹底させる必要がある。
　④規制の迅速で透明な運用及び民間負担の軽減を図るため，届出・申
請に係る手続の簡素化，提出資料の削減に努めるとともに，諸手続の電子
情報化を進める。
　⑤同一の対象に対し複数の法律や省庁が関連する規制については，内
容の整合化や一元化を図り，国民の負担を軽減する。
　⑥政府は，地方公共団体に対し，政府に準じ規制緩和を積極的に推進
するよう要請する必要がある。
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（4）これからの進め方
　①以上述べた基本的な考え方に従い，政府は内閣総理大臣を中心とす
る強力な推進本部を内閣に設置し，全般的な規制見直し作業に直ちに着手
すべきである。結論の得られるものについては，本年中にそのとりまとめ
を発表する。
　②上記本部は，本年中に結論が得られないものについては，引き続き
見直し作業を進め，その結果に基づき，平成6年度内に期間を5年とする
「規制緩和推進計画」（いわゆるアクション・プログラム）を策定する。
「規制緩和推進計画」においては，今後5年間で公的規制の実質的に大幅
な削減を目指すこととし，5年経過後も規制が存続せざるを得ない場合
は，この本部がその必要性，根拠を明確にし，次の5か年計画において廃
止・縮小の方向に向けた所要の措置を講ずることとする。
　③政府による規制緩和を実効あるものとするため，法律に基づき強力
な第3者機関を設置する。この機関は，上記の「規制緩和推進計画」を審
議するとともに，その実施を監視し，必要に応じ内閣総理大臣及び関係行
政機関の長に勧告，意見表明する。あわせて必要な調査・意見聴取等を行
う。
　④OTO（市場開放問題苦情処理体制）の機能を強化し，既存の行政監
察機能とあわせ「規制緩和」の確実な実行のために活用する。
　⑤政府は，規制に関する情報を国民に提供するため，規制の現状と緩
和の実施状況を内容とする「規制緩和白書」（仮称）を作成する。
4．　今後における規制緩和の推進等について
1994年7月5日政府は，「今後における規制緩和の推進等について」（3）
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以下のような概要の閣議決定を行なった。
（1）重点的な規制緩和等の推進
　内需の拡大や輸入の促進を図り，国民生活の質の向上を目指し，新規事
業の創出や消費者の選択機会の拡大，内外価格差の縮小等を期する観点か
ら，以下の分野に重点を置いた規制緩和等の推進を図る。
　（a）住宅・土地関係
　豊かさを実感できる住生活の実現に向け，良質な住宅・宅地の供給促
進，住宅建設コストの低減等のため，関係施策の総合的な推進を図ること
とし，その一環として，関係規制について緩和等を行う。
　（b）情報・通信関係
　技術革新の急速な進展と利用可能性の拡大等に対応し，社会全般にわた
る情報化の推進と新規事業の創出等のため，関係施策の総合的な推進を図
ることとし，その一環として関係規制について緩和等を行なう。
　（C）輸入促進・市場アクセス改善・流通等関係
　真に豊かな国民生活と内外の変化に対応した経済構造の実現に向け，事
業機会の拡大，新規事業の創出や内外価格差の是正等による消費老利益の
向上等を目指し，輸入・市場アクセス・流通等各般にわたる分野において
関係施策の総合的な推進を図ることとし，その一環として，関係規制につ
いて緩和等を行う。
　（d）金融・証券・保険関係
　利用者のニーズにこたえる新しい金融商品・サービスの提供や新たな業
務への展開を促進し，事業者の創意工夫をいかすため，金融制度改革を着
実に実施するほか，関係施策の総合的な推進を図ることとし，その一環と
して，関係規制について緩和等を行う。
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（2）規制緩和推進計画（仮称）の策定
　①上記（1｝を始め，既往の規制緩和方策の成果を踏まえ，今後更に規制
緩和の推進に積極的かつ計画的に取り組むこととし，1994年度内に，5年
を期間とする「規制緩和推進計画（仮称）を策定する。これに当たり，各
省庁は，所管行政に係る規制について，1994年度内を目途に見直す。
　②各省庁における所管行政に係る規制の見直しを推進するための基本
指針は，以下のとおりとする。
　（ア）競争的産業における需給調整の視点から行われている参入・設備規
　　制等については，事業の内容・性格等を勘案しつつ，廃止を含め抜本
　　的に見直す。その他，参入・設備等に関する規制については，不当に
　　参入抑制をもたらすことのないよう，必要最小限のものとする。
　（イ）公共料金等価格規制については，必要最小限のものとしつつ，低廉
　　で良質なサービスの確保を図るため，競争的環境の整備，経営の効率
　　化等の推進に併せ，事業の内容・性格等を勘案しつつ，価格設定の在
　　り方の検討，料金の多様化，弾力化を推進する。
　（ウ）特にその必要性が認められるもの以外については，規制の国際的整
　　合性を図り，外国事業者・外国製品等の我が国市場への参入阻害要素
　　を除去する。
　（エ）消費者保護のために行われる規制については，技術の進歩，消費者
　　知識の普及などを踏まえ，本来の政策目的に沿った必要最小限の範
　　囲・内容にとどめる。安全・環境の保全の見地から行われる規制につ
　　いても，必要最小限にとどめる。
　（t）基準・認証制度及び表示制度については，基準・内容・方法等に関
　　し，国際的整合化を図るとともに，原則として，外国データの受入
　　れ，相互承認制度の導入を進める。
（11）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11
　　　　　　　　　　　政経論叢　第63巻第1号
　㈲　輸入，国内販売又は国内使用に際して課せられる公的検査に関し，
　　検査・検定基準についても上記（t）と同様とし，各種法令に基づき同一
　　対象に重複して課せられるものについては，原則として，基準の整合
　　化，二重検査の排除を推進する。
　㈲　許認可等の審査基準，検査基準及び申請等における必要な書類，デ
　　ータ等の明確化を図るとともに，標準処理期間の明示を推進する。
　③届出，報告等に係る国民負担の軽減
　上記（1）の規制緩和推進計画の一環として，届出，報告等に係る国民負担
の軽減を図る。これに当たり，届出，報告等の負担に係る指標等について
も検討し，届出，報告等の廃止，記録作成等による代替措置への移行，報
告頻度の削減，資料の電子情報化等を積極的に推進する。
（3）競争政策の積極的展開
　公正かつ自由な競争を一層促進することにより，我が国市場をより競争
的かつ開かれたものとするため，既往の方針に沿って，引き続き，独占禁
止法の厳正・的確な運用の推進を始めとして，競争政策の積極的展開を図
ることとし，その一環として，以下の措置をとる。
　①個別法による独占禁止法の適用除外カルテル等制度については，5
年以内に原則廃止する観点から見直しを行い，1995年度末までに具体的結
論を得る。再販売価格維持制度について，平成10年末までにすべての指定
品目の取消し及び著作物の範囲の限定・明確化を図る。
　②景品規制について，1995年度中に，百貨店業者が行う景品付販売に
係る公正取引委員会告示及び景品提供の各態様別の景品の価格の上限等に
関して見直しを図る。
　③企業のリストラクチャリングの環境を整備する等の観点から，本年
夏を目途に「会社の合併等の審査に関する事務処理基準」及び「会社の株
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式所有の審査に関する事務処理基準」を改定する。
　④持株会社規制について，事業支配力の過度のi集中を防止するとの趣
旨にのっとり，我が国市場をより開放的なものとし，かつ，事業老の事業
活動を活発にするとの観点から，その適正な運用を図る。また，1994年度
において，ベンチャー・キャピタルの許容される活動範囲等についてガイ
ドラインの見直しを行う。
（4）行政改革委員会の設置
　規制緩和の推進に当たり，強力な第三者機関の果たす役割が重要である
ことにかんがみ，前国会に提出した「行政改革委員会設置法案」の早期成
立を期し，その成立を待って速やかに発足させる。
（5）規制緩和の7オローアップの充実
　上記（1）を始め，既往の規制緩和方策の着実な実施を推進するため，各措
置の実施状況に関するフォローアップの充実を図る。これに当たり，行政
監察機能を積極的に活用する。なお，上記（1）による規制緩和方策の最初の
フォローアップ結果は，本年末までに取りまとめ公表する。
（6）規制緩和に関する内外の意見・要望等の積極的把握等
　今後における規制緩和の推進及びその実効確保に資する観点から，内外
の個人・事業者等からの意見・要望の積極的把握に努める。このため，関
係各省庁において，各界の意見・要望の収集・把握に関し，国民にとって
より簡便な方式の採用などの工夫に努める。また，市場アクセスの改善に
資する規制緩和を促進するため，市場開放問題苦情処理体制（OTO）の機
能を積極的に活用する。
（13） 13
政経論叢　第63巻第1号
（7）既往方策の着実な実施
　上記のほか，「今後における行政改革の推進方策について」（1994年2月
15日閣議決定）を始め，規制緩和の推進に関する既往決定に基づく方策の
着実な実施を図る。
5．　3つのリポートにみる規制緩和の認識と中小企業問題
　これまでにみてきた3つのリポートは，規制緩和について，段階的に政
策推移を理解することができる。ここでは，3つのリポートの中で共通す
る問題点のいくつかについて，その認識と筆者の考え方について述べてみ
たい。
（1）新行革審の認識と中小企業
　前述したように，新行革審は，前川リポートの流れを吸みながら，規制
緩和に対する具体化を提言した。とくに，新行革審は，個別分野の規制緩
和を流通，物流，情報・通信，金融，エネルギー，農産物，ニュービジネ
ス等についてまとめている点が注目される。
　新行革審の提言にみる認識は，1985年のプラザ合意によって，世界とり
わけ先進国の経済運営が大きく変ったことである。それまでアメリカが世
界経済をリードしとりまとめてきたが，債務国に転落するとともに，日本
やドイツの経済力がめだつようになり，それまでアメリカがとってきたド
ル高・高金利政策の不自然を是正することが必要になった。ドル高是正の
ために，先進各国が為替相場に協調して介入することを手始めに，経済を
協調して運営する国際経済協調の反映としての規制緩和への政策転換であ
ったといってよいだろう。プラザ合意後の急激な円高ドル安，日米構造協
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議，規制緩和等の一連の経済協調の歩みは急を告げているのである。
　新行革審の規制緩和に対する基本的な認識は，次のことが背景にある。
　①わが国の対外不均衡の是正と内需主導型経済構造への転換
　②国民生活の質的向上
　　（ア）内外価格差の縮小
　　（イ）国際的に均衡ある物価水準
　　（ウ）多様なニーズに対応した供給構造
　これを具体化するために，個別分野の規制緩和を流通，物流，情報・通
信，金融，エネルギー，農産物，ニュービジネス等についてまとめてい
る。本稿では，中小企業にとって関係の深い流通と物流，農産物の規制緩
和についてコメントしたい。
　流通の規制緩和の中心は，大店法（大規模小売店舗法）の見直しである。
これによって，自由な競争原理のメリットを最大限にいかすことを基本と
し，供給側の参入に対する制約を緩和することにより消費老の選択の幅を
拡大すること，競争を活発化させ生産性の向上を図ること，これらを通じ
て価格水準の低下を促進することに重点を置く必要があるとしている。大
店法による出店規制は，外国から強い批判の対象となっていて，とくにア
メリカの包括貿易法スーパー301条（不公正貿易国と行為の特定・制裁）
の適用の対象に出店規制などが問題にされたり，OECDでも問題視され
ている。大店法による規制が緩和されることになると，この法律によって
守られていた地域中小小売業者は，大きな打撃を受けることになる。
　物流の規制緩和の中心は，トラック事業である。トラック事業の改革の
基本方針としては，①需給調整規制を廃止し，資格要件を中心とした許可
制度に移行し，併せて，許可基準の明確化を図る，②運賃・料金の認可制
を届出制に移行する，③事業区分を抜本的見直し，大幅に整理統合する，
となったが，これまでのトラック事業の免許制度が事実上廃止となる。路
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線事業者は大企業，区域事業者は中小企業といったこれまでの暗黙の棲み
分けはむずかしくなる。とくに，中小トラック事業老は，一段ときびしい
対応が迫られよう。
　農産物の規制緩和については，食糧管理制度の見直しを行ない，可能な
限り市場原理を導入して，制度運営の弾力化，効率化を図る必要があると
している。そのためには，自主流通米比率の拡大を進めるとともに，流通
面の大幅な規制緩和を図り，需給実情や市場実勢に応じた取引の実現をめ
ざすことが必要である。これとの関連で，食糧管理制度の改革を検討して
いた農政審議会企画部会は，1989年5月に「今後のコメ政策とコメ管理の
方向」と題する報告書をまとめた。この中で，①政府米を減らしてコメ流
通を民間（自主流通米）主体にする，②自主流通米の市場となる「価格形
成の場」を設け，需給動向や品質評価に反映する仕組みをつくる，が主な
柱となっている。農水省は，コメの流通を民間主体とし，市場での価格形
成という農政審の報告を，今後3～5年を目標に実行する方針である。こ
うなると，米穀卸売業や米穀小売業は，大きな改革を迫られることにな
る。当然，農業者も市場原理の導入によって，自らが市場での価格形成者
にならなくてはならない。これまでの農業協同組合の在り方では対応がむ
ずかしくなり，農協の質的転換が必要となってこよう。
　このように，規制緩和は，中小企業者に対して新たな試練を与えること
は間違いないといえよう。規制は，弱者とりわけ中小零細企業に対する保
護育成のための強力な支援政策であった。しかし，新行革審は，「現行の
経済的規制には，その政策的意義や必要性の高いものとそうでないものと
が混在しており，原則自由・例外規制の基本的考え方に立って抜本的に見
直す必要がある。規制が必要とされる場合であっても，規制の在り方とし
ては，基本的には，需給を直接コントロールする量的規制から，安全，資
金，能力などの事業主体の要件の確保を中心とした質的規制へ転換すべき
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であり，原則として競争的産業においては，需給調整の視点からの参入規
制は行わないこととすべきである。また，基本的には，異常な事態に対応
するための規制や特に防止すべき行為に対する規制に限定し，通常は自由
とする必要がある。」として，異常事態に対応する規制以外は，自由をつ
らぬくことを明確にしているのである。
　これに伴って，中小零細企業に対しては，「今後，事業の近代化，高度
化，更にはその機動性とバイタリティをいかした新分野への進出や融合化
等による活路の開拓を支援し，推進するために，技術・情報・人材・資金
等の経営資源の充実を中心とした施策に重点を置く必要がある。」ことを
明らかにしている。中小企業のほとんどは，競争的産業分野に存在してい
る。個別分野の規制緩和でふれたように，需給調整上の参入規制が緩和さ
れることになると，中小零細企業は，完全なる自由競争の中で生き残って
いかなくてはならない。中小企業が機動性とバイタリティを発揮すること
は，いつの時代においても変ることはない。しかし，自由競争が激化する
中で，中小企業が個々の努力で生き残り，成長発展していくことは当然で
あるにせよ，個々の力だけでは解決が困難な諸問題が存在している。
（2）平岩リポートの認識と中小企業
　平岩リポート（4）は，新行革審の提言を踏まえつつも，一つの明快な方向
性を導き出している。すなわち，「公的規制は，これまで産業の発展と国
民生活の安定にそれなりに寄与してきた。しかし，いまでは，かえって経
済社会の硬直性を強め，今後の経済社会構造の変革を妨げている面が強ま
っている。したがって，これらの公的規制は，従来の経緯にとらわれず，
廃止を含め抜本的に見直されるべきである。」との指針にみられる認識で
ある。
　わが国の経済や社会を規律する制度や仕組みは，戦後の復興期や高度成
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長期に設けられたものが多い。とりわけ，経済活動における公的規制は，
わが国経済の均衡ある発展に大きく寄与してきた。供給の確保，価格の安
定，国内産業の育成等の政策目的の達成に大きく貢献してきた。したがっ
て，平岩リポートでの「公的規制は，これまでの産業の発展と国民生活の
安定にそれなりの寄与をしてきた。」という評価には疑問が残こる。また，
「これらの公的規制は従来の経緯にとらわれず，廃止を含め抜本的に見直
されるべきである。」という指摘は，規制緩和を実行するための決意表明
と受けとめられるが，公的規制がとられてきた経緯を全く無視した緩和に
は社会的・経済的混乱が大きくなる恐れがある。原則自由・例外規制が目
標であるにせよ，規制緩和は段階的に行われるべきものであろう。そうで
ないと，とくに短期的には雇用面での影響が出てくるし，企業倒産が続出
することになる。平岩リポートでは，既得権益や縄張り意識に代表される
行政制度の改革，具体的には公的規制の緩和の着実な実行が，これから日
本が世界と共生していくための条件整備という考え方を示している。問題
はそれに到達するためのプロセスである。戦後40数年にも及ぶ公的規制下
における経済活動を，国際的に高い経済力をもつわが国になったからとい
って，直ちに全面的な規制緩和に踏み切ることになれぽ影（デメリット）
の部分が色濃く出てくることになる。戦後の廃櫨の中から立ち上がり，世
界の経済大国に育て上げた日本の社会システムを構造改革することであ
る。これまでにプラス面に作用してきた日本の社会システムを一挙に180
度の転換をしようとしても，それは大量の血を流しただけの効果を上げる
ことは期待できない。
　平岩リポートは，「規制緩和によって，企業には新しいビジネスチャン
スが与えられ，雇用も拡大し，消費者には多様な商品・サービスの選択の
幅を拡げ，内外価格差の縮小にも役立つ。」と指摘している。これは，規
制緩和によって，農産物や建設・住宅，電気通信等の分野では，市場が拡
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大していくことが予想され，こうした需要誘発や市場拡大による経済効果
は，民間企業にとって新たなビジネスチャンスとなることは確かである。
　民間のシンクタンクである日本総合研究所の調査結果（5）によると，規制
緩和・市場開放は，経済的にプラスとマイナスの相反する効果を併せ持っ
ている。プラス面は，内外価格差が是正されて，実質所得の増加につなが
り，それがまた労働需要を増加させる。マイナス面は，安い外国製品が国
内に大量に流入することによって，国内産業の空洞化を招き，雇用調整が
進む事態が発生する。同調査によると，プラス効果として内外価格差是正
による需要効果が44兆8千億円，雇用効果が512万人という試算となって
いる。また，マイナス効果は，輸入増加による国内生産減少によって需要
効果が32兆9千億円減少し，雇用も410万人が減少するとの数字を出して
いる。このプラスとマイナス効果を総括すると，需要創出効果は11兆9千
億円，雇用は102万人増加するという結果を引き出し，日本にとって規制
緩和・市場開放のメリットが十分に期待できるというのである。
　これは，あくまでもマクロ的な面からの経済計測によるものであり，日
本が経済的規制を欧米並みにするという前提に立っての計算である。しか
し，規制緩和による経済的効果を国民が，生産者として生活者・消費者と
して共有できるまでには，幾多の試練を経なくてはならない。平岩リポー
トは，公的規制の「抜本的な見直しは，短期的には経済社会の一部に苦痛
を与えるが，中長期的には自己責任原則と市場原理に立つ自由な経済社会
の建設のために不可避なものであり，強力に実行すべきである。」として，
規制緩和は苦痛を伴うことも明らかにしている。しかし，この苦痛が，短
期的であるか一部に苦痛を与えるだけであるかは，未経験であり未知の世
界である。
　規制緩和の先進国は，アメリカであり1970年代後半から行っている。ア
メリカは，1978年の航空自由法から規制緩和が始まり，78年に天然ガス，
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79年石油，80年トラック運輸，鉄道，82年電信電話，金融，84年ケープル
テレビといった分野で規制緩和を行ってきた。1977年において，アメリカ
の全産業のうち17％（GNPで換算）が規制下にある産業であったが，
1988年には6．6％に低下した（ブルッキングス研究所の試算）。こうしたア
メリカの規制緩和によって，1980年代，1990年代に何が起ったのか。アメ
リカの社会と産業をどう変えたか。国民の生活，雇用の形態をどう変えた
か。規制緩和を施行した時には予想もしなかった驚くべき変化が次々に起
ったことを，現地で綿密な調査を行った日米同時取材による「規制緩和と
いう悪夢」㈹は貴重な資料を提供してくれている。また，「アメリカの没
落」（7｝は，規制自由化が幻想であったことも事例研究によって明らかにし
ている。これらの文献から学ぶことは，規制緩和という日本経済の壮大な
実験は，決して安易な道のりで成果をもたらすものではないことを明確に
示すものである。むしろ，短期的な苦痛ではなく中長期的な苦痛であり，
とくに中小企業にとっては，生死をともなう試練であるといってよいだろ
う。
（3）規制緩和推進のプロゲラムと中小企業
　「今後における規制緩和の推進等について」の閣議決定（1994年7月5
日）は，住宅・土地関係，情報・通信関係，輸入促進・市場アクセス改
善・流通等関係，金融・証券・保険関係等についての重点的な規制緩和を
推進することを内容としている。これについての規制緩和推進計画を策定
し，5年を期間として積極的かつ計画的に取り組むための基本指針を定め
ている。
　また，競争政策の積極的展開を図るために，独占禁止法の厳正・的確な
運用の推進をはじめとして，具体的な措置を明らかにしている。規制緩和
の推進に当っては，強力な第三者機関としての行政改革委員会を設置した
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り，規制緩和に関する内外の意見・要望等の積極的把握に努めることを決
定している。
　このような規制緩和の推進によって，内需の拡大や輸入の促進を図り，
国民生活の質の向上を目指し，新規事業の創出や消費の選択機会の拡大，
内外価格差の縮小等を期待できるとの認識に立っている。この期待は，規
制緩和の成果というぺきものであり，これに到達する道程は，とくに中小
企業にとってきびしいものとなる。公的規制の中で生きてきた分野の中小
企業にとっては，存立基盤そのものを揺がしかねない。規制緩和による新
規事業の創出を中小企業が担うのではなく，過当競争の中で生き残こるこ
と自体が問題となる分野ぼかりである。
　例えぽ，「規制緩和の背景とニュービジネスの可能性」（8）の中から，中小
企業とかかわりの深いトラック運送業についてみてみよう。
　トラック運送業界は，運送の秩序維持と公正な競争確保のための需給調
整と参入・価格規制を行ってきた。規制緩和の背景としては，情報化の進
展によるネットワークの充実，小口多頻度輸送のニーズの急増があり，消
費者の利益とビジネスチャンスとしては，新サービスの導入と多様化，物
流効率化による環境問題の改善などがあげられている。このような規制緩
和の効果が出ることは，まさに期待であって確実に出るという保障はどこ
にもない。これに関するアメリカの先進事例をみてみよう（9）。
　1980年の運輸自由法（Motor　Carries　Act　of　1980）にょって，アメリ
カのトラック運輸は，路線，参入条件，最低賃金などの労働条件の規制が
撤廃された。これによって，新規業者の急激な参入とこれによる倒産の激
増と寡占化が進行した。それにともなう業界伸長の停止，労働者の辛酸，
少数の経営者への莫大な富の集中，そして経済学者たちが立てた仮説の破
綻という結果を生んだ。
　1980年以前の70年代は，アメリカのトラック業者の倒産件数は，毎年約
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200と落ちついていたが，自由化してからはトラック1台の運送業者まで
が現れ，市場はカオス化して倒産件数は増えつづけ，1991年には2，300件
にも達した（Transportation　Technical　Service調査による）。一方で，
上位4社の市場占有率は，1977年には27．7％だったのが，90年には49．2％
まで上がっている　（コーネル大学，マイケル・ブレザー調査による）。規
制緩和の結果，アメリカでは寡占化が進んでいるのである。
　運輸業界の労働者の嘗めた辛酸は，航空業界（航空自由法，1978年）よ
りも大きいものであった。コーネル大学の調査によれぽ，トラック労働老
の実質賃金は，1978年から90年にかけて，26．8％も低下したことを明らか
にしている。また，労働条件は，待機の時間や積み荷の時間をただ働きさ
せられたり，2人の運転手が交代で24時間ぶっつづけで同じトラックを運
転するなど悪化した。こうした過酷な勤務体系が，ドライバーの麻薬の使
用などにつながっているとの指摘もあり，安全性が脅かされているのであ
る。
　これと同じ内容でさらにくわしくアメリカの運輸業界の自由化につい
て，「アメリカの没落」（1°）（「熾烈な生存競争」）は述べている。自由化の
10年間，運送業界も航空業界と似たパターンを踏襲しているようにみえ
る。つまり，当初の競争激化が収まった後，業界全体に経営不振が広ま
り，徐々にごく少数の企業が業界の支配権を握ることになった。ただし今
のところは，小規模の家族経営的な企業も残っていて，業界の競争力を維
持している。
　自由化によって，確かに運送業を利用する側の企業は低料金のおかげで
得をしたかも知れないが，その一方で経費削減が消費者の利益につながっ
たことを示す経済データはない。ただし，運送業者の経費削減が従業員の
賃金に影響したというデータならいくらでもある。
　実際，運送業で働く人々に何が起こったかを見れば，ブルーカラー，ホ
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ワイトカラーを問わず，他の業界で働く人々の将来を占うことができる。
企業の再編と事業縮小のために，すでに解雇や福利厚生の削減が行われて
いる。だが，それよりも由々しき傾向は，労働者が低賃金の職に追いやら
れていることである。しかもその傾向は広がりつつある。たとえぽ，3万
ドルの年収の3人が解雇され，1万5千ドルで6人を雇い入れる場合，政
府の統計には職の増大が記録されるが，賃金低下の事実は明らかにされな
いことが多い。また，そうなると従業員たちは，職を失わないために減給
を承知せざるをえなくなる。このように，アメリカの経験にみられる自由
化の高いツケについてわれわれは，正しく理解しておく必要がある。
　一方，わが国のトラック運送事業における規制緩和は，基本的に自由な
営業のもとに競争を促進し，サービスの向上および新たなサービスの創出
と合理的運賃の形成を意図した施策である。しかし，規制緩和によってト
ラック運送事業に与える影響は2つある，と（社）全日本トラック協会は
指摘している（11）。
　第1は，市場競争による厳しい経営環境という側面であり，とくにバブ
ル崩壊後の需要低迷以降は，規制緩和による厳さが侵透し始めたものと判
断される。それは，荷主および他産業からのトラック運送業への参入，貸
切り輸送と積合せ輸送との区分がないなかでの貨物の開拓，他地域への容
易な進出による貨物の争奪などがめだち始め，経営体質の脆弱な企業の存
続を危くするとともに，以前に増して企業間格差拡大のピッチを速めてい
る。こうした市場競争に対応していくためには，経営の自立性を強め，経
営管理の強化，荷主ニーズへの適合などを図り，競争力を強めていくこと
が課題となる。
　第2は，規制緩和はトラック運送事業に課せられた負担を軽減するとと
もに，ビジネスチャソスを増加させるという側面であり，近年はビジネス
チャンスを求めての新たな行動がみられるようになった。たとえば，積合
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せの自由化のもとに，混載システムを商品化する中小トラック運送事業の
登場，また，営業区域の拡大による輸送ネットワークの整備，新たな運賃
および料金の届出など，いまだめだつほどの動きではないが，戦略的行動
が生まれている。しかし，パブル崩壊による経営の悪化は，その行動を鈍
くしていることも否定できない。
　このように，規制緩和はトラック運送業経営にプラス・マイナスの側面
をもつが，いまだ緩和が不十分であり，事業経営に重く負担になっている
規制も少なくない。今後，トラック運送業界として要望する緩和の内容を
整理すると，営業区域の拡大，繁忙期における有償運送の許可の弾力化
等，申請書類等の簡素化・統一化，市街化調整区域における開発許可制度
の緩和，普通運転免許の範囲の拡大などである。
　トラック業界の規制緩和は，経営体質の弱い中小零細企業の存続を困難
にし，大企業との格差が拡大していくことが確実視され，アメリカでの自
由化のマイナス面が顕著に出てくるものと思われる。一方で，トラック業
界の規制緩和によって新規事業の創出がみられるかというと，その見通し
は暗い。しかし，トラック事業を単なる物の運び屋という考え方でなく，
これを物流業としてとらえることによって，高付加価値型産業への脱皮が
可能となる。通産省・運輸省は，「中小企業流通業務効率化促進法」を制
定し，効率的な流通業務関連投資に対する積極的な支援のための立法措置
を講じた。これによって，物流団地をはじめとする中小企業高度化事業が
推進されて，物流効率化が実現されようとしている。これは，卸売業，運
送業の業種業態を融合化することによって，業種の垣根を取り除き，ボー
ダレス化によって新たな業態を開発することである。いわゆる物流効率化
法の受け皿は事業協同組合が中心となって物流団地を造成する。物流は，
保管，物流加工，配送と一貫したシステムを構築したものでなくてはなら
ない。これによって，メーカーから小売店舗までの行程を統一して一貫性
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をもたせることによって物流コストを低減することにある。
　このような，物流効率化をめざした新業態開発は，運送業の新規事業分
野への進出ということになるが，雇用機会の増大ではなく，むしろ運送業
と卸売業のドッキングによる近代化・合理化であり人員削減につながるこ
との比重が高いであろう。新規事業の創出が雇用機会の増大につながらな
いのである。したがって，トラック業界の規制緩和による見通しは，アメ
リカのトラック運輸自由化の教訓と同じような道をたどることが予想され
る。
　次に，規制緩和によって，内外価格差が解消することの経済効果につい
ては，中北徹東洋大学助教授の試算が参考になろうc12）。まず，表1で，
内外価格の状況をみてみよう。東京の物価を100とすると消費税を含む物
価でニューヨークで76，ロンドン89，パリ88，ベルリン83で，消費税を除
くとその差は更に大きくなっている。この内外格差の要因としては，規制
によって国内企業の発展にブレーキがかけられていて，海外の商品との競
争が起こらないからであり，経済活動に弊害をもたらす規制を撤廃し，価
格差を縮小できれぽ，日本国民の実質所得はそれだけ増大することになる。
　内外価格差の解消とは，これまで規制されていた高コスト部門が効率化
されることによって，価格が下落することである。規制緩和によるマクロ
的経済効果は，高コスト部門の価格が下落すれぽ，その部門に支出されて
表1内外価格差の現状（東京＝100）
ト・一・一・・ン・・1パ リ　　　ベルリ　ン
消費税含む 76 89
消費税除く 72 78
???） ?
（資料）　経済企画庁「物価レポート’93」
（注）　①　消費税（付加価値税）率は，日本3％，アメリカ（ニューヨーク州）
　　　8．25％，イギリス17．5％，フランス18．6％，ドイツ15％である。
　　②1992年11月時点の調査である。
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表2　規制緩和による実質所得の上昇
現
?
規制緩和後
GDP生産額就業者数 lGD・生醐就業者数
非規制産業　　275兆円 3，720万人非規制産業 275兆円 3，720万人
（一人当たり 739万円）
規制産業　　190兆円 2，990万人旧規制産業 190兆円 2，476万人
（一人当たり 635万円）
GDPの増加38兆円 514万人
GDP合計　　465兆円　　6，710万人　GDP合計　　503兆円　　6，710万人
　　　　　　　　　　　　　　　　　雇用の移動　　　　　　　　　514万人
（資料）　中北徹稿「まったなしの規制緩和」（「週刊東洋経済」1994年2月12日号）
いた所得分が別の部門に支出されることになり，新規の需要が生まれるこ
とになる。この新たな需要を満たすためには，新規に労働者を雇用して供
給を増やさなければならない。新たな労働老は，高コスト部門の労働者が
より高い賃金に導かれ，より効率的な産業に移動することによって生まれ
る。新しい雇用は，これまでの高コスト部門の雇用より生産性が高いの
で，社会全体としては，いっそう生産性が高まることになる。
　このような考え方に基づいて，中北助教授が試算したものが表2であ
る。中北助教授は，日本経済を規制産業と非規制産業に大別し，規制緩和
を行なえぽ規制産業の価格が2割低下すとしている。これによって，規制
産業の名目生産額は，190兆円から152兆円に低下する（価格が下落してい
るだけで，実質では下落しているわけではないことに注意）。この差額38
兆円の所得が節約されることになり，この所得は非規制産業かかつての規
制産業かのいずれかに支出されることになる。
　しかし，新たに生まれた38兆円の需要を満たすための供給は，どこから
生まれるのだろう。もし，国内に供給余力がなけれぽ，単に物価が上がる
か，輸入が増加しよう。輸入増加は良いが，物価が上昇したのでは意味が
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ない。この38兆円の供給は，かつての規制産業の就業者によってなされ
る。したがって，新たに生まれた38兆円の需要に対し新たに38兆円の供給
がうまれ，GDP（国内総生産）は38兆円増することになる。ただし，その
ためには598万人の労働者が，これまでの仕事から新しい仕事に変わらな
くてはならない。中北助教授は，1年間の移動を60万人として10年かけれ
ぽ，通常でも毎年800万人の労働移動があることから，実現可能としてい
る。
　これらの論点には，規制緩和のメリットの側面を強調しすぎているきら
いがある。そこで，アメリカの教訓を紹介してみよう。「ともあれ，規制
緩和が始まると，アメリカの失業率は，1980年7．1％，’81年7．6％，’82年
9．7％と増大する。が，’82年をピークに下がりはじめ，’89年には5．3％ま
で下がる。ところが80年代終わりから再び上昇に転じ，’93年の失業率は，
6．8％にまで戻ってしまう。規制緩和後も，1970年代以前の失業水準，
4％台には，二度と戻らなかったことに注意してほしい。
　産業の構成の変化を見てみる。70年代からの顕著な変化は，戦後一貫し
て増えつづけてきた製造業の仕事が，69年をさかいに減りはじめ，1950年
代には，全労働老の33％が製造業に従事していたのが，1991年には，17％
まで減ってしまったことである。そのかわりに増えたのは，小売業とサー
ビス業に従事する労働者である。この大部分は，規制緩和論者の言う，い
わゆる新産業に雇われた人たちで，すなわち，中谷巌教授が言及した「ウ
オールマート」などのスーパーマーケット，「マクドナルド」などの外食
産業など，これまでになかったビジネスに人々は雇われた。
　このように，非効率な産業の余剰人員は，確かに新産業にある程度は吸
収されたと言えるかもしれない。しかし，中谷教授ら規制緩和論者は，
この移った先の新産業なるものの給料が「馬鹿みたいに安い賃金」　（シャ
ーロン）であることは指摘していない（13）。例えぽ，1992年の製造業の従
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業員の週あたりの平均収入は，469ドル（約5万8千円）であるのに対し
て，小売業の従業員は半分以下の206ドル（約2万6千円）しかもらって
いないのである。
　ここで，イースタン航空のスチュワーデスだったシャーロンのことを思
い出してほしい。彼女は，中流を維持できる年俸3万ドルの仕事を規制緩
和によって失った。その彼女は，自宅清掃業者やベビーシッティング業者
などの『新産業』に吸収された。が，そこでは，歯医老にさえもかかれな
いどん底の暮らししかできないのだ。
　確かに新産業は生まれる。しかし，そのことの意味は，中流の豊かな暮
らしを楽しめる給料が貰えた仕事が失われ，そのかわりに，とにかく生き
ていけるだけのお金を貰える仕事が生まれたということなどである。」（14）
　このように，アメリカの規制緩和の経験にみられる結果からは，中北助
教授が指摘したり，中谷教授がいわれる新産業に従事することになる労働
者は，低所得者階層への移動というきびしい苦痛を味わっているのであ
る。わが国の第3次産業化の進展は，アメリカの状況と同じであり，産業
構造の変化が就業構造を大きく変えていくだろう。
　表2での中北助教授の説明では，規制緩和後は，規制産業の価格が単純
に20％下落するとみて，38兆円の実質所得が増大し，その38兆円が新規需
要の供給にかつての規制産業就業者が当たるという。かりに，このことを
認めたとしても，514万人の所得が，規制産業に就業していた時の所得と
同じである保証はない。前述したアメリカの経験にみられるように，新産
業に雇われる就業者（小売業やサービス業等）は，製造業の半分以下であ
ることから，所得の大幅な低下を覚悟しなくてはならないし，企業倒産と
失業は経済的弱者とりわけ中小企業からはじまるのである。また，労働移
動が10年間くらいかければ実現可能という説明であるが，日々変転する経
済・経営・社会の中にあって，企業経営のグローバリゼーショソ，高付加
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価値化，情報システム・ネットワーク化などに対応する経営戦略からみ
て，10年間もかけて労働移動するような状況はまず考えられないところで
ある。
　平岩リポートにみられるように，規制緩和の実行は，「短期的には経済社
会の一部に苦痛を与える」との考え方に立っているが，この認識には問題
がある。わが国の経済社会の一部ではなく，全般にわたらなけれぽ抜本的
な規制緩和の効果は期待できない，と同時に苦痛は部分的かつ短期的では
なく，国民全体の問題として長期にわたることは，アメリカの先進事例を
みれぽ理解できるところである。とくに，中小企業を取り巻く経済経営環
境は，きわめてきびしいものになることを認識して，経済的規制の原則自
由，社会的規制の自己責任の確立にいたるプロセスを誤りなきものとする
ことが，国家的課題であるといってよい。
6．　規制緩和と中小企業組合の対応
　わが国中小企業は，活力ある大多数として構造変化の中で「変革」と
「創造」に挑戦している。中小企業は，異質多元に存在し幅広い雇用の機
会を提供し地域経済の担い手としての存在はきわめて大きいぼかりでな
く，高品質の製品を提供し，多様な品質の高いサービスを供給して国民の
生活水準の向上に大きな貢献をしている。また，日本の産業の国際競争力
は，下請中小企業の高度な技術力に支えられていることもよく知られてい
る。
　しかし，近年の中小企業をとりまく経営環境の変化はめざましく，消費
構造の高度化，情報化，国際化の進展等に加えて規制緩和問題が中小企業
の事業活動に大きな影響を与えることになろう。これらの諸問題への中小
企業の対応としては，①中小企業の自己責任に基づく対応と，②個々の中
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小企業では解決が困難な諸問題を組合の力によって対応する方法との2つ
が考えられる。そこで，本論では，事業協同組合を中心とする中小企業組
合の在り方について，規制緩和問題に取り組むべき基本的課題を述べるこ
とにする（15）。
（1）中小企業組合の役割
　資本主義経済は，経済の合理性を基本とする自由競争を前提とした体制
である。中小企業組合は，自由競争の中で経済的に弱い立場にある中小企
業老が生きるための組織として確立したものである。
　資本主義経済のもとで，中小企業組合が果たすべき役割は2つある。第
1は，自由競争によって生じる弊害を組合という組織の力によって調整し
克服しようとするものであり，第2は，組織の力によって中小企業の競争
力を強化し，自由競争のルールに適合させる役割である。わが国の中小企
業は，異質多元に存在し，規模の過小性，事業所の過多性から過当競争を
生む体質をもつために，中小企業の価値実現力を失わせている最大の要因
である。このような過当競争の弊害は，個々の中小企業老の力で防ぐこと
は困難である。これの克服のためには，中小企業組合を強化し組織の力に
よって克服する以外に道はないだろう。
　規制緩和は，中小企業者に対して，組合という組織の力をいかに活用し
課題解決力をもつことができるかを問う試金石であるといってよい。企業
が競争力をもち，存続し成長発展するためには，経済的合理性をもたなけ
れぽならない。中小企業組合は，組合員に対して経済的合理性を発揮でき
る経済的機能を果たすところに意義がある。
　これまでの中小企業組合は，施策の受皿機能の色彩が強いために，行政
依存の体質をもっているものが多い。これまでの保護育成を主とした中小
企業政策は，規制緩和の潮流の中で転換を余儀なくされるであろうし，行
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政指導のあり方についても変化がみられよう。これからの中小企業組合
は，自主独立の組合体制を整えて，中小企業（組合員）に対して課題解決
力をもった革新的な組合を目指すことが必要である。
（2）中小企業組合のリストラクチャリング
　わが国の規制緩和は，戦後の中小企業政策や組合運動の歴史の中で，か
つて経験したことのないきびしい環境変化であるとの認識に立つぺきであ
ろう。この規制緩和問題に対して，中小企業組合がいかに対応していくか
が最大の課題となろう。規制緩和＝自由競争に耐え得る中小企業組合のリ
ストラクチャリングの視点について述べてみよう。
　第1は，中小企業の自己責任に基づく経営活動に対して，組合という組
織の力をいかに機能させるかということである。これまでの法的規制や制
度を盾にした組合活動から，自由競争に堪え得る経営体としての組合体質
への質的転換である。中小企業は，各々の置かれている経営環境や業種業
態の中で経営戦略を展開している。それと同様に，組合自体の経営戦略が
求められている。いうまでもなく，組合の共同事業は組合員企業の経営戦
略との整合性が重要になる。組合が，組合員のための事業を展開するため
には，組合員のニーズに対応できる柔構造の組合体制を確立して，企業経
営に活力を与える機能を備えなけれぽならない。
　第2は，自由競争に堪え得る組合の経営体質の構築である。組合が組合
員の経済的・社会的地位の向上を図るために，自主的な経済活動を促進す
るには，組合自体が活力ある経営体としての機能と役割を果たさなけれぽ
ならない。そのためには，ヒト，モノ，カネ，情報等の経営資源を共有し
集積することによって，規模の利益や範囲の利益を享受できる高度な組合
体制の確立が前提となる。名目だけの組合であったり，組合事務局が存在
しないような組合では，自由競争に生き残れる組織体とはいえない。
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　中小企業組合の抜本的な見直しと組合自体の構造改革が必要となる。中
小企業組合の組織とか，組合の設立件数がどうのといった数量的な側面で
みるこれまでの組織化の論理では，自由化に対応できる組合体質への対応
策は出てこない。とくに，情報システム・ネットワークの構築は，相互扶
助の精神を基底とする人的・精神的結合体の組合にとって最適な共同事業
であり，ヒト，モノ，カネの効率的運営を図る上で最ものぞましい組合事
業といえようo
　第3は，中小企業政策に対する中小企業組合からの積極的な総意形成機
能と建議の強化である。これまでのような上から与えられた中小企業政策
は，規制緩和の方向の中で転換を余儀なくされよう。中小企業者が自らの
力で立ち，自らの足腰で歩く自助努力を前提としながら，中小企業が抱え
る諸問題の解決にとっても必要な政策課題について，中小企業組合が核と
なって総意を形成し，国や自治体等に対して建議しかつ施策の受皿機能を
果たすことが重要である。
　そして，下からの盛り上がりと草の根運動によって，創造の母体として
の活力ある大多数の中小企業組合へと質的転換を図らなくてはならない。
そのためには，中小企業組合の指導機関である全国中小企業団体中央会や
都道府県中央会の指導体制について，抜本的な見直しと改革が必要となっ
てこよう。
　第4は，組合がかかえる古くして新しい諸問題の本質にメスを入れ，改
革の行動を起こすことである。これまでの制度利用型組合（施策の受皿機
能的組合）からベンチャー型組合（創造の母体型組合）への抜本的な組合
体質の転換である。
　組合運営を阻害する要因としては，①組合員の連帯意識の欠如，②共同
事業の利用度が低い，③事務局体制が弱体，④財政基盤が弱い，⑤組合員
の経営力・意識格差等があげられている。これらの諸要因は，組合運動の
32　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）
　　　　　　　　　　　　規制緩和と中小企業
歴史の中で常にいわれたことであり，いい古されていて解決をみないもの
ぼかりである。このようなマンネリ化した組合問題を根本から絶ち切らな
いと，自由競争に堪え得る組合体質に脱皮することはできない。
　ベンチャー型組合とは，高感度・高感性（ニーズの先き取り）のリーダ
ーの存在と共同事業に対する飽く無き追求（ハングリー精神），リスク（先
行投資＝研究開発費）に果敢に挑戦する体質をもつ組合をいう。組合が組
合員に対して，リーダーシップをとれるような魅力ある共同事業の推進と
課題解決力のある組合とならなくてはならない。
（3）中小企業組合の原点に立った組織活動
　規制緩和の潮流の中で，わが国の経済力が国際的にみて有数の国になっ
たからといって，国内における大企業と中小企業の格差が解消したわけで
はない。むしろ，わが国の中小企業は，国際的環境の変化，産業の空洞化
と下請企業，大企業のリストラと下請分業構造の変化，市場の成熟化と新
たな産業ニーズの高まり，高度情報化の進展等かつて経験したことのない
多様な構造変化の中で，大企業との諸格差は，一層拡大されつつあるとい
ってよい。
　このような厳しい経営環境下にあって，中小企業はいかに対応すべきか
を考えると，中小企業組合の重要性が一段と高まってくる。おそらく，戦
後の中小企業組合運動の中にあって，今日ほど組合の意義と役割が問われ
る時代はないといってよい。それは，真の自由競争時代（規制緩和）に堪
えることのできる中小企業の基盤をつくり，支援する中小企業組合の意義
と重要性である。
　そこで，協同組合思想の萌芽が，過度の自由競争に対する批判であった
ことを再認識して，組合の原点に立った組合運動を規制緩和後の中小企業
組合の基本とすべきであろう。
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　18世紀末から19世紀はじめにかけて，イギリスに産業革命が起った。こ
れによって，生産性は高まりかつて経験したことのない富が蓄積された。
経済学の創始者アダム・スミスは営利目的に向って，それぞれの経済人が
自由に競争することによって，財の生産を豊かにし，万民の幸福をもたら
し，神の見えざる手に導かれることを主張した。さらに，自由競争の原理
は，ダーウィンの進化論によって一般化した。イギリスの自由主義は，貿
易の障壁を取り除き，企業間の競争から資本家と労働者，生産者と消費者
との関係にいたるまで普遍化し，優勝劣敗，適者生存という経済社会を生
んだ。一方，産業革命の進展は，社会的混乱を生み，貧富の差を一層拡大
させるという経済社会問題を生み，公的規制の重要性が増した。自由競争
の批判としての協同思想は，産業革命が起って他の国にも次ぎつぎと起っ
た。
　各国の協同組合の思想家は，自由競争を原理とした資本主義社会を批判
し，協同を原理とする協同社会を主張した。協同組合は，その実践運動の
過程の中で分化し，消費組合，生産組合，農業組合，商工業組合等を生ん
だ。しかし，競争に代わる協同社会を実現するという同一目的をもってい
た点で共通していたのである。
　わが国の規制緩和は，経済社会の成熟過程での技術革新をともなう内容
のものである。イギリスの産業革命時代における自由競争を第1次と呼ぶ
ことにすれぽ，今回のわが国の規制緩和は，自由競争の第2次ともいうべ
きものであろう。第1次の産業革命下での協同組合の発生と成長と今回の
規制緩和にみる協同組合は，基本原理は同じであり，規制緩和＝自由競争
に対して，健全な経済社会を構築するための経済の道徳化運動の母体とい
うべきものである。
　経済の道徳化をめざす協同組合は，相互に人格を尊重し合い，組合員に
対して共同事業を通じて経済的・社会的地位の向上を図るところに意義が
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存在している。これに関連して，酒類販売の規制緩和問題について考えて
みよう。これまで，酒類販売業は，免許制度による需給均衡の維持と酒税
の保全という役割を担ってきた。これが規制緩和によって，効率的流通網
を持つ企業の台頭，国際化の進展，内外価格差が縮小され，競争促進によ
る価格低下，多様な店舗展開による利便性の向上等によって消費老に利益
をもたらされるというのがその理由である。
　たしかに，酒類販売は，ディスカウンターの出現によって大きく変わろ
うとしている。しかし，酒類販売については，経済的規制の緩和は世の流
れであるにしても，酒類は，致酔性のアルコール飲料という性格から，社
会的管理が必要である。すなわち，酒類販売の社会的規制の重要性であ
る。酒類が一般商品と大きく違う点は，酒類を安く大量かつ手軽に消費者
に提供すればよいという性格のものではない。例えぽ，アメリカではわが
国以上に酒類販売の規制が厳しい。連邦での免許制のほか州レベルでは免
許制が33州，専売制が18州にも達している。
　酒販免許制は，飲酒運転，犯罪，アルコール依存症，未成年者の飲酒な
どの防止に重要な役割を果たしている。このような視点からの規制強化
は，世界的な流れである。
　フラソスでは1991年にエバン法を制定し，世界保健機関（WHO）では，
アルコール関連国際専門家会議による勧告が出された。この勧告の中で，
アルコールの問題を減らすためには，飲酒が許される最低年令の設定，酒
類の価格及び酒税の引き上げ，酒類の入手規制などの法的規制が有効であ
ると指摘している。わが国でも公衆衛生審議会の専門委員会が，1993年
　「今後におけるアルコール関連問題予防対策について」を発表し，アルコ
ール飲料の宣伝，広告，販売形態（とくに自動販売機）などの規制を提言
　している（16）。
　このような理由から，酒類販売については競争の原理を導入（経済的規
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制の緩和）しながらも，国民の安全性や健康，公衆衛生などの視点から，
消費者利益は単に酒類を安く大量に売り捌く商品ではなく，地域住民に密
着した販売方法によってアルコール飲料の健全な供給体制の確立（社会的
規制）が不可欠の条件である。そのためには，酒類販売業者で組織する酒
販協同組合が中心となって，経済の道徳化運動を推進し社会的規制によっ
て公共の福祉に貢献することがきわめて重要である。すでに設置されてい
る酒類の自動販売機については，業界が自発的にこれを廃止するなど，自
らの姿勢を改めていくことが前提条件となる。
　このように，規制緩和を実施するに当っては，何が消費者利益であるか
を深く洞察し，業種業態をよく見極め，21世紀をめざす業界ビジョソを策
定した上で，規制緩和の内容について細部を検討し，具体化のプログラム
を作成することが重要である。この手順を忘れて，消費老利益を守るため
に規制緩和は不可欠といった大合唱は，あまりにも単純すぎるものであ
り，規制はすべて悪であるということと同じである。
　中小企業組合は，経済的規制の緩和によって自由競争の中で生きるため
の共同事業の推進に積極的な役割を果たすと共に，社会的規制の必要な分
野においては，経済の道徳化運動の組織体となって組合運動を展開すべき
である。
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（2）　経済改革研究会「規制緩和について（中間報告）」1993年11月。
（3）　閣議決定「今後における規制緩和の推進等について」1994年7月5日。
（4）　日刊工業新聞特別取材班編r平岩リポート』にっかん書房，1994年，を参
　　照。
（5）　日本総合研究所「低迷続く日本経済と新政権の課題」1993年。
（6）　グループ2001稿「規制緩和という悪夢」『文芸春秋』文芸春秋，1994年8
　　月号。
（7）堺屋太一訳『アメリカの没落』（Donald　L．　Barlett　and　Jalnes　B．　Steels
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（8）規制緩和研究会編『規制緩和で日本が変わる』ジャパンタイムズ，1994
　　年。10・vll頁参照。
　　　加藤雅編著r規制緩和の経済学』東洋経済新報社，1994年，13頁。
（9）　グループ2001稿「規制緩和という悪夢」r文芸春秋』文芸春秋1994年8月
　　号，leN143頁。
　　　大六野耕作稿「国民に責任はないのか」r諸君』文芸春秋，1993年11月号。
（10）堺屋太一訳『アメリカの没落』（Donald　L．　Barlett　and　James　B．　Steele
　　tt　America：What　Went　Wrong”？　Andrews　and　MeMeel，　A　Universal
　　Press　Syndicate　Company　1992，　p，105～pp．123）ジャパンタイムズ，1993
　　年，218N237頁。
（11）　（社）全日本トラック協会編rトラック輸送産業の現状と課題』（平成6年
　　版）1994年，74～75頁。
（12）　中北徹稿「まったなしの規制緩和」，『週刊東洋経済』1994年2月12日号。
（13）　中谷　巌・伊藤隆敏稿「規制緩和は『悪夢』かr福音』か」，『エコノミス
　　ト』1994年8月30日号，で（注14）に対する反論がある。
（14）　グループ2001稿「規制緩和という悪夢」r文芸春秋』文芸春秋1994年8月
　　号，145頁。
（15）　百瀬恵夫著r中小企業組合の理念と活性化』白桃書房，1989年，163～176
　　頁。
（16）　清成忠男稿「適正な社会的規制は必要」『朝日新聞』（論壇）1994年5月21
　　日。
　　　　　　　　　　　　参　考　文　献
1）経済企画庁総合計画局編r規制緩和の経済的効果一規制緩和研究会報告書
　一』大蔵省印刷局，1986年。
2）経済企画庁総合計画局編r規制緩和の経済理論』大蔵省印刷局，1989年。
3）植草益著『公的規制の経済学』筑摩書房，1991年。
4）堺屋太一訳『アメリカの没落』（Donald　L．　Barlett　and　James　B．　Steele
　tc　America：What　Went　Wrong”？Andrews　and　MeMeel，　A　Universal
　Press　Syndicate　ComPany　1992．）ジャパンタイムズ，1993年。
5）　山本哲三，松尾勝訳『規制緩和と民営化』（OECD編　Regulatory　Re－
　form，　Privatisation　and　Competition　Policy，1992）東洋経済新報社，
　1993年。
（37） 37
）））???
政経論叢　第63巻第1号
清野一治著r規制と競争の経済学』東京大学出版会，1993年。
江副憲昭著r市場と規制の経済理論』中央経済社，1994年。
田島義博・流通経済研究編『規制緩和一流通の改革ビジョン』日本放送出
版協会，1994年。
9）
10）
11）
12）
加藤雅編著『規制緩和の経済学』東洋経済新報社，1944年。
山本哲三著『市場か政府か』日本経済評論社，1994年。
日刊工業新聞特別取材班編r平岩リポート』にっかん書房，1994年。
規制緩和・民営化研究会編r欧米の規制緩和と民営化』大蔵省印刷局，
　1994年。
13）　（社）全日本トラック協会編『トラック輸送産業の現状と課題』（社）全日本
　　トラック協会，1994年。
14）　百瀬恵夫著rトラック協組の活路を拓く』日本流通新聞社，1988年。
15）　百瀬恵夫著r中小企業組合の理念と活性化』白桃書房，1989年。
16）　Trew，　J．　R．，　tt　The　Existence　of　Monoply　Pro丘ts　in　Motor　Carrier
　Industry　，　Journal　o／Law　Economics，　Vo1．24，1981．
17）Kim，　M．，　tt　The　Beneficiaries　of　Trucking　Regulation　Revised”，
　10urnal　o／Law　and　Economics，　Vol．27，1984．
18）MeMullen，　B．　S．，”The　Impact　of　Regulatory　Reform　on　U．　S．
　Mortor　Carrier　Cost”／伽7ηα’o∫Transport　Economics　and」Policy，
　September　1987．
19）　Paul　Stephen　Dempsy“Running　on　Empty：Trucking　Deregulation
　and　Economic　Theory”Administrative　Law　Review．　Vol．43，　No．2．
　Spring，1991．
20）Interstate　Commerce　Commission，“The　U．　S．　Mater　Carrier　Industry
　－Long　After　Deregulation－”1992．
21）Winston，　C．，“Economic　Deregulation：Days　of　Reckoning　for　Mi・
　croeconomics”，　Journal　o／Economic　Literature，　September　1993．
22）Jackson，　P．　M．／C，　Price（eds。），“Privatisation　and　Regulation”，
　Longman　Economics　Series，1994（MIT　Rr．，　US）．
23）A皿strong　M．／S，　Cowan　et　al．，“Regulatory　Reform．　Economic
　Analysis　and　British　Experience　”，　Regulation　o／Economic　Activity
　Series，1994（Longman，　UK）．
24）　Ogus，　A．　J．（ed．），“Theory　and　Form　in　Regulation，　An　Economic
　Approach　to　Pub！ic　Law”，1994（Oxford　U．　Pr．，　UK）．
25）　Vietor，　R．　H．　K．，“Contrived　Competition．　Regulation　and　Deregula－
　tion　in　America”，1994（Harvard　U．　Pr．，　US）．
38 （38）
